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幼児教育の無償化に関するＦＡＱ（2019 年２月 18 日版） 

 

※ このＦＡＱは、2019 年２月 18 日現在の状況における回答であり、今後の検討状

況により、問や回答について変更がありうる旨をご了承いただきたい。 

また、今後いただくご質問を踏まえ、順次、増補させていく予定である。 

 

 

（目次） 

【１．無償化の対象範囲】 

１－１ 地域型保育事業（小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育）は無償化の対

象になりますか。 

１－２ 一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センタ

ー事業）、の利用が無償化の対象となるためには、保育の必要性の認定が必要ですか。 

１－３ 病児保育事業を利用した際に、その利用料は無償化の対象になりますか。 

１－４ 教育標準時間認定を受けた子供が、地域に幼稚園がない等の理由でやむをえず保育所を利用

する特別利用保育は、無償化の対象となりますか。 

１－５ へき地保育所（特例保育を提供する事業所）を利用した場合には無償化の対象となります

か。 

１－６ 延長保育を利用した際に、その利用料は無償化の対象になりますか。 

１－７ 国立大学附属幼稚園や特別支援学校幼稚部は無償化の対象になりますか。 

１－８ 企業主導型保育事業は無償化の対象になりますか。 

１－９ 幼稚園と認可外保育施設等を利用している場合、認可外保育施設等は無償化の対象となるの

ですか。 

１－１０ 保育の必要性が認定され、認可保育所や認定こども園を利用している場合、これらの施設

に加えて認可外保育施設等を利用した場合であっても無償化の対象になりますか。 

１－１１ 保育の必要性の認定の対象とはならない場合（例：専業主婦等）、どのような施設の利用が

無償化の対象になりますか。 

１－１２ 保育の必要性のない子供が幼稚園や認定こども園以外の幼児教育を目的とする施設を利用

する場合、無償化の対象となるのですか。 

１－１３ 例えば無償化の対象となる事業類型から子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポー

ト・センター事業）のみを除外するなど、自治体において独自に対象となる事業類型の範囲を狭め

ることは可能ですか。 

１－１４ 居住している自治体とは異なる自治体の認可外保育施設を利用した場合も無償化の対象と

なりますか。 
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１－１５ 居住している自治体とは異なる自治体の新制度未移行の幼稚園を利用した場合も無償化の

対象となりますか。 

１－１６ 指導監督基準を満たさない認可外保育施設も無償化の対象にしていますが、安全の観点か

ら問題ではないですか。 

１－１７ 就学猶予により、６歳以上児が認可保育所や幼稚園等を利用した場合は、無償化の対象と

なるか。 

１－１８ ３歳から５歳までの無償化の開始年齢は、３歳になった日からですか。３歳になった最初

の４月からですか。また、６歳の誕生日に無償化が終了してしまうのですか。 

 

【２．無償化の上限額】 

２－１ 保育の必要性があると認定され、認可保育所等を利用できていない方が、一般的にいう認可

外保育施設、自治体独自の認証保育施設、ベビーホテル、ベビーシッター、認可外の事業所内保

育、病児保育事業やファミリー・サポート・センター事業を利用する場合、無償化の上限額はいく

らですか。 

２－２ 子ども・子育て支援新制度の対象となる幼稚園と、新制度未移行の幼稚園では、無償化の上

限額に違いはありますか。 

２－３ 新制度未移行の幼稚園の利用料が月額 2.57 万円より安い場合、差額（例えば利用料が月額２

万円の場合は 5,700 円）を他のサービスの無償化に利用することはできますか。 

２－４ 新制度未移行の幼稚園の利用料が月額 2.57 万円より高い場合、その差額（例えば利用料が月

額３万円の場合は、4,300 円）は自己負担になりますか。 

２－５ 保育の必要性があると認定され、幼稚園と幼稚園の預かり保育を利用する場合、幼稚園の預

かり保育の無償化の上限額はいくらですか。 

２－６ 幼稚園の預かり保育について、長期休業期間中の利用が月額上限額を超過する場合がありま

すが、無償化の給付は月額上限額×12 か月の範囲内であれば、当該月のみ月額上限額を超過しても

よいでしょうか。 

２－７ 新制度未移行の幼稚園の利用料が月額 2.57 万円より低い場合でも、預かり保育の無償化の上

限月額は 1.13 万円ですか、それとも 3.7 万円と利用料との差額（例えば月額 1.7 万円の幼稚園を利

用している場合、3.7－1.7＝２万円）ですか。 

２－８ 保育の必要性を認定された住民税非課税世帯の子供が、年度途中で３歳になり幼稚園に通っ

ている場合、幼稚園の預かり保育は無償化の対象となりますか。また、その場合の上限額は何円で

すか。 

 

【３．支払方法・算定等】 

３－１ 子ども・子育て支援新制度の対象となる施設（幼稚園、保育所、認定こども園等）を利用す

る方への無償化に係る費用の支払い方法は、現物給付ですか。それとも償還払いですか。 

３－２ 子ども・子育て支援新制度の対象とならない新制度未移行の幼稚園を利用する方への無償化

に係る費用の支払方法は、現物給付ですか。それとも償還払いですか。 
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３－３ 認可外保育施設を利用する方への無償化に係る費用の支払方法は、現物給付ですか。それと

も償還払いですか。 

３－４ 就学前の障害児の発達支援を利用する方への無償化に係る費用の支払い方法は、現物給付で

すか。それとも償還払いですか。 

３－５ 公立幼稚園（１号）の預かり保育の利用料について、月額上限額に達するまで保育料ととも

に不徴収（現物給付）としてもよろしいですか。 

３－６ 保護者から実費として徴収している通園送迎費、食材料費、行事費などの経費は、無償化の

対象になりますか。食材料費については、認定区分間で負担方法が異なっていますが、取扱いを見

直すのですか。 

３－７ 認可外保育施設等の事業者が保育料に実費（通園送迎費、食材料費、行事費など）を含めた

額を保育料として一括して徴収している場合、保育料と実費部分を区分けさせることが必要です

か。また、入園料については、無償化の対象になりますか。 

３－８ 新制度未移行の幼稚園における入園料は無償化の対象になりますか。 

３－９ 新制度未移行の幼稚園における無償化対象額の算定方法・支給方法はどのようになるのです

か。 

３－１０ 居住している自治体とは別の自治体の幼稚園を利用している場合、保護者はどのように無

償化の手続きを行うことになりますか。 

３－１１ ＤＶ等の事情により、やむを得ず住民票を移さずに他の市区町村に転居して認可外保育施

設等を利用した場合、保育の必要性の認定や無償化の給付は、住民票のある市区町村ではなく、実

際に居住している市区町村が担当するのでしょうか。 

３－１２ 認可外保育施設等の利用者において、施設の届出が何らかの事由により遅れ、施設の届出

が到達する前に無償化の申請が行われた場合、無償化の効力は遡及適用されますか。 

３－１３ 居住している自治体とは別の自治体の認可外保育施設を利用している場合、利用者はどの

ように無償化の手続き行うことになりますか。 

３－１４ 幼児教育の無償化の実施後も、３歳から５歳までの子供の利用者負担額の階層判定は必要

ですか。 

３－１５ 無償化の対象者の確認や、食材料費の実費徴収化等に伴う所得確認事務において、個人番

号（マイナンバー）を利用することができますか。 

３－１６ 現行の保育料多子軽減の制度は今後も続きますか。例えば、第１子が保育所の５歳児クラ

ス、第２子が１歳児クラスに在籍のような多子世帯の場合、第１子の保育料が無償となっても、第

２子はこれまでと同様に減免されますか。 

３－１７ 子ども・子育て支援新制度における 2019 年度の保育料の算定については、10 月からの無償

化の開始に先立ち、９月にも実施しなければならないのですか。 

３－１８ 無償化により利用料が０円となった場合も、利用料の通知は必要ですか。 

３－１９ 平成 31 年度における就園奨励費補助の実績確定はいつ頃までに行えばよいでしょうか。 

 

【４．幼稚園の預かり保育】 
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４－１ 幼稚園の預かり保育を利用して無償化の対象となる場合の「保育の必要性の認定」の基準

は、「２号」の基準と全く同一にする必要がありますか。自治体の判断で差を設けることは可能です

か。  

４－２ 幼稚園の預かり保育が無償化の対象となるためには、認可保育所等へ入園申込みを行い入園

できなかったことが要件となるのですか。また、２号認定の取得が要件となるのですか。 

４－３ 幼稚園の預かり保育利用者について、幼児教育の無償化に当たって要件となる保育の必要性

の認定は、短時間・標準時間で認定を分けることが必要ですか。 

４－４ 幼稚園の預かり保育利用者における「保育の必要性の認定」の事務は誰がどのように行うの

ですか。 

４－５ 幼稚園の預かり保育の基準の確認や指導監督は誰がどのようにして行うのですか。 

 

【５．認可外保育施設】 

５－１ 児童福祉法の規定に基づく届出がなされていない施設は無償化の対象となりますか。 

５－２ 認可外保育施設は、届出がなされていれば、指導監督基準を満たしていなくても無償化の対

象となりますか。 

５－３ 今回、無償化に伴って必要とされる認可外保育施設の届出は、これまで児童福祉法上必要と

されてきた認可外保育施設の届出と同じものですか。無償化に伴い、新たな届出を別途出さなくて

はならないのですか。 

５－４ 認可外保育施設等においては、５年間の指導監督基準に関する猶予期間がありますが、この

５年を経過した後に指導監督基準を満たしていない施設については無償化の対象から外れることに

なるのですか。 

５－５ 認可外保育施設が無償化の対象となるためには、認可保育所等へ入所申込みを行い、入所で

きなかったことが要件となるのですか。２号認定の取得や保留通知が必要ですか。それとも、２号

認定と同等の認定が必要ですか。 

５－６ 認可外保育施設の利用は、保育の必要性の認定があれば、月極めではなく一時的な利用であ

っても無償化の対象となるのですか。 

５－７ 住民税非課税世帯の０～２歳児の認可外保育施設の利用が無償化の対象となるためには、ど

のような要件が必要ですか。保留通知は必要となりますか。 

５－８ 認可外保育施設等を利用する場合の「保育の必要性の認定」の基準は、「２号」の基準と全く

同一にする必要がありますか。自治体の判断で差を設けることは可能ですか。 

５－９ 無償化の申請手続きにおいて、例えばベビーシッターのみについては無償化に際して保留通

知を求めるなどの運用は認められるのでしょうか。 

５－１０ 認可外保育施設等の利用者について、幼児教育の無償化に当たって要件となる保育の必要

性の認定は、短時間・標準時間で認定を分けることが必要ですか。 

５－１１ 認可外保育施設について、５年間の経過措置期間中においても質を担保する必要があるの

ではないですか。 

５－１２ ベビーシッターの無償化については、何の基準もないのですか。質を担保する必要がある

のではないですか。 
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５－１３ 都道府県等が認可外保育施設に対する指導監督を着実に実施できるような体制整備のため

に、国はどのような支援を行うのですか。 

５－１４ 市町村が認可外保育施設等の情報を把握、確認するための方法はどのようになりますか。

特に、県や市をまたがる場合の施設の情報をどのように把握、確認したらよいですか。  

 

【６．企業主導型保育事業】 

６－１ 企業主導型保育事業の利用者が他の認可外保育施設等を利用した場合、当該認可外保育施設

等は無償化の対象になりますか。 

６－２ 企業主導型保育事業について、２号認定（３歳から５歳までの子供）や３号認定（０歳から

２歳までの子供）を受けていない子供が無償化の対象となるためには、これらの認定を新たに受け

る必要がありますか。 

６－３ 企業主導型保育事業の指導監督の状況について、市町村に情報提供されますか。 

６－４ 市町村は、住民が企業主導型保育事業を利用しているかどうかについて、どのように把握し

たらよいですか。 

 

【７．一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター

事業）】 

７－１ 子ども・子育て支援法に基づく一時預かり事業には、一般型、幼稚園型、余裕活用型、居宅

訪問型、地域密着Ⅱ型といった類型がありますが、この全ての類型が無償化の対象となるのです

か。 

７－２ ２歳の子供を対象として幼稚園で行われる、子ども・子育て支援法に基づく一時預かり事業

（幼稚園型Ⅱ）は無償化の対象になりますか。 

７－３ 認可外保育施設の無償化の対象者は「保育の必要性があると認定された子供であって、認可

保育所や認定こども園を利用できていない者」とされていますが、認可保育所の空きスペース等を

活用して実施される緊急一時預かり事業の利用料は無償化の対象になりますか。 

７－４ 子ども・子育て支援法に基づく病児保育事業には、病児対応型・病後児対応型、体調不良児

対応型、非施設型（訪問型）、送迎対応という類型がありますが、この全ての類型が無償化の対象と

なるのですか。 

７－５ ファミリー・サポート・センター事業の無償化の対象はどのようになりますか。 

７－６ ファミリー・サポート・センター事業の提供会員は、サービスを提供する際、利用者が無償

化の対象かどうかについて、その都度、判断する必要がありますか。また、無償化の対象となる場

合、提供会員はどのような事務を新たに行う必要がありますか。 

７－７ ファミリー・サポート・センター事業の届出や指導監督に関する制度について、無償化の対

象となることで変更はありますか。 

７－８ ファミリー・サポート・センター事業の「ひとり親家庭等への利用支援」の一環として、利

用料の助成を行っている市町村で、無償化の対象となる利用者が当該助成を受けている場合、当該

助成により減額された利用料が無償化の対象となるのですか。 
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【８．就学前の障害児の発達支援】 

８－１ 就学前の障害児の発達支援の無償化について、どのような施設が対象となりますか。 

８－２ 就学前の障害児の発達支援の無償化の対象施設に障害児入所施設が含まれるのは何故です

か。 

８－３ 就学前の障害児の発達支援の無償化について、措置による場合も対象となりますか。 

８－４ 就学前の障害児の発達支援のみを利用する場合、保護者が就労していないと無償化されない

のでしょうか。 

８－５ 就学前の障害児の発達支援と幼稚園や認可保育所を併行通園している場合、両方とも無償化

の対象になりますか。 

８－６ 就学前の障害児の発達支援と認可外保育施設を併行通園している場合、両方とも無償化の対

象になりますか。 

 

【９．食材料費の取扱い】 

９－１ 食材料費を実費徴収化する趣旨は何でしょうか。 

９－２ 無償化の実施後、認可保育所における食材料費の支払いはどのように変わりますか。 

９－３ 私立認可保育所における食材料費の実費徴収化に伴い、低所得者世帯へは配慮がされるので

すか。 

９－４ 現行の補足給付事業は継続されますか。 

９－５ 食材料費について、未移行幼稚園を利用する低所得者世帯への配慮は行われるのですか。 

９－６ 副食費の実費徴収額は施設によって所要額が違うと思いますが、一律に 4,500 円になるので

すか。それとも施設ごとに任意の金額を徴収してよいのでしょうか。 

９－７ アレルギーのある児童への除去食や代替食等による対応に要する費用も、運営基準における

実費徴収が可能な範囲内と整理してよいのでしょうか。 

９－８ 児童の欠席や一定期間休園などの場合は、食材料費の徴収はどうすればよいですか。 

 

【１０．その他】 

１０－１ 新制度未移行の幼稚園や幼稚園の預かり保育、認可外保育施設における、質の向上を伴わ

ない理由のない保育料の引上げ防止についてはどのように対応するのですか。 

１０－２ 電算システムの改修経費については、小規模な市町村に配慮しつつ適切に配分するとあり

ますが、国の補助金はどのくらいになるのでしょうか。 

１０－３ 今般の無償化の開始により、認可外保育施設や幼稚園に新たな事務負担が発生する見込み

ですが、施設に対する事務費等補助制度は創設されるのでしょうか。 

１０－４ 現在、自治体単独で実施している認可外保育施設の保育料補助金は課税の対象とされてい

ますが、無償化の給付についても同様の扱いと考えてよいでしょうか。 

１０－５ 就学前の障害児の発達支援無償化においては、電算システムの改修経費や初年度に要する

周知費用については、同様に補助が受けられるのでしょうか。 

 

【１．無償化の対象範囲】 
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１－１ 地域型保育事業（小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保

育）は無償化の対象になりますか。 

地域型保育事業は、子ども・子育て支援新制度における幼稚園、保育所、認定こど

も園と同様（※）に、利用料が無償化の対象となります。 

（※）３歳から５歳までの子供の利用料が無償。 

０歳から２歳までの子供の利用料については、住民税非課税世帯を対象として無償。 

 

１－２ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）、一時預

かり事業、病児保育事業の利用が無償化の対象となるためには、保育の必要性の認

定が必要ですか。 

 保育の必要性の認定が必要です。認可保育所や認定こども園を利用できていない方

であって、保育の必要性がある場合は、認可保育所の利用者との公平性の観点から、

認可保育所における保育料の全国平均額（３歳から５歳までの場合、月額 3.7 万円）

まで認可外保育施設等の利用と併せて、無償でこれらのサービスを利用することがで

きます。 

（注）「認可保育所や認定こども園を利用している方」又は「認可保育所や認定こども園を利用できて

いない方」という場合の「認定こども園」は、保育標準時間又は保育短時間での利用を指す。以降

の問でも同じ。 

 

１－３ 病児保育事業を利用した際に、その利用料は無償化の対象になりますか。 

認可保育所や認定こども園を利用している方については、保育標準時間認定、保育

短時間認定どちらの場合も病児保育事業を利用した際の利用料は無償化の対象とはな

りません。 

認可保育所や認定こども園を利用できていない方であって、保育の必要性がある場

合は、認可保育所の利用者との公平性の観点から、認可保育所における保育料の全国

平均額（３歳から５歳までの場合、月額 3.7 万円）まで認可外保育施設等の利用と併

せて、無償で病児保育事業を利用することができます。 
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１－４ 教育標準時間認定を受けた子供が、地域に幼稚園がない等の理由でやむをえ

ず保育所を利用する特別利用保育は、無償化の対象となりますか。 

 教育標準時間認定を受けた子供が、地域に幼稚園がない等の理由でやむをえず保育

所を利用した場合には、現状の特別利用保育における利用者負担額（政令で定める上

限額の範囲で市区町村が具体的な額を設定）の全額が無償化となります。 

 

１－５ へき地保育所（特例保育を提供する事業所）を利用した場合には無償化の対

象となりますか。 

 教育標準認定又は保育認定を受けた子供が特例保育を提供する事業所を利用した場

合には、新制度の幼稚園、保育所、認定こども園と同様（※）に、利用料が無償化の

対象となります。 

（※）３歳から５歳までの子供の利用料が無償。 

０歳から２歳までの子供の利用料については、住民税非課税世帯を対象として無償。 

 

１－６ 延長保育を利用した際に、その利用料は無償化の対象になりますか。 

認可保育所や認定こども園を利用している方については、保育標準時間認定、保育

短時間認定どちらの場合も延長保育を利用した際の利用料は無償化の対象とはなりま

せん。 
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１－７ 国立大学附属幼稚園や特別支援学校幼稚部は無償化の対象になりますか。 

 今般の幼児教育の無償化については、幼稚園の費用を無償化することとされてお

り、国立大学附属幼稚園及び特別支援学校の幼稚部を利用した場合も、無償化の対象

となります。 

 無償化の上限額は、国立大学附属幼稚園は、国立大学等の授業料その他の費用に関

する省令（平成 16 年文部科学省令第 16 号）に定められる標準額を踏まえて月額 0.87

万円、国立大学附属特別支援学校幼稚部は月額 0.04 万円、私立の特別支援学校幼稚

部は月額 2.57 万円となる予定です（なお、公立の特別支援学校幼稚部では、現在、

保育料が徴収されていません。）。 

これらの学校の利用についての無償化に係る手続きは、子ども・子育て支援新制度

の対象とはならない私立幼稚園と同様、居住している自治体に行っていただくことと

なります。 

なお、国立大学附属幼稚園や国立大学附属特別支援学校幼稚部の利用料（入園料、

保育料）に係る無償化で自治体が給付を行う分の費用は全額国が負担することとなり

ます。 

 

１－８ 企業主導型保育事業は無償化の対象になりますか。 

３歳から５歳までの子供と、０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子供の標準的

な利用料が無償化の対象となります。 

なお、企業主導型保育事業の無償化は、子ども・子育て拠出金（事業主拠出金）に

よって行われます。 

（※）標準的な利用料とは、企業主導型保育事業における標準的な利用料として補助要綱において

示している額のことであり、平成 30 年度における額は、０歳：月額 37,100 円、１歳・２

歳：月額 37,000 円、３歳：月額 31,100 円、４歳以上：月額 27,600 円となります。 
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１－９ 幼稚園と認可外保育施設等を利用している場合、認可外保育施設等は無償化

の対象となるのですか。 

保育の必要性のある子供が幼稚園と認可外保育施設等を利用している場合、幼稚園

及び幼稚園の預かり保育の利用料は無償化の対象となります。これに加え、認可外保

育施設等を利用する場合についても、一定の要件を満たした場合には無償化の対象と

なります。 

具体的には、在籍する幼稚園が提供している預かり保育が、①教育時間を含む平日

の預かり保育の提供時間数が８時間未満または②年間開所日数 200 日未満のいずれか

の要件に該当する場合には、預かり保育だけでは保育ニーズが充足されない場合が強

く想定されるため、預かり保育に係る無償化上限額（月額 1.13 万円。住民税非課税

世帯の満３歳児は月額 1.63 万円）から預かり保育に係る無償化の実際の支給額を差

し引いた残りの額を上限として、認可外保育施設等の利用も無償化の対象となります

（在籍する幼稚園で預かり保育が提供されていない場合、在籍する幼稚園が上記のい

ずれかの要件に該当し、預かり保育の利用がない場合も含む。）。 

 

１－１０ 保育の必要性が認定され、認可保育所や認定こども園を利用している場

合、これらの施設に加えて認可外保育施設等を利用した場合であっても無償化の対

象になりますか。 

認可外保育施設等の無償化の対象は、保育の必要性があると認定された場合であっ

て「認可保育所や認定こども園を利用できていない者」とされており、無償化の対象

とはなりません。 
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１－１１ 保育の必要性の認定の対象とはならない場合（例：専業主婦家庭等）、ど

のような施設の利用が無償化の対象になりますか。 

３歳から５歳までの子供について、幼稚園、認定こども園（教育標準時間相当分）

は無償化の対象となります。なお、この場合、預かり保育は無償化の対象となりませ

ん。 

このほか、就学前の障害児の発達支援も無償化の対象となります。 

 

１－１２ 保育の必要性のない子供が幼稚園や認定こども園以外の幼児教育を目的と

する施設を利用する場合、無償化の対象となるのですか。 

今般の幼児教育の無償化は、これまでの幼児教育の無償化の取組を一気に加速化す

るものとして、法律により、幼児教育の質が制度的に担保された施設である幼稚園、

認可保育所、認定こども園の費用を無償化するものです。一方、保育の必要性の認定

を受けながらも認可保育所に入れないためにやむを得ず認可外保育施設等を利用する

待機児童がいる実態に鑑み、「保育の必要性」がある場合には、認可外保育施設等を

利用する子供についても無償化の対象とすることとしました。 

お尋ねのような施設については、地域の子供の受け皿として自治体や地域ごとに独

自の特色を持ち発展してきたものであり、自治体が教育・保育の受け皿の整備状況

や、地域のニーズの実態を踏まえて独自の支援を行っている事例もあると認識してい

ます。 

 

１－１３ 例えば無償化の対象となる事業類型から子育て援助活動支援事業（ファミ

リー・サポート・センター事業）のみを除外するなど、自治体において独自に対象

となる事業類型の範囲を狭めることは可能ですか。 

 今回の幼児教育の無償化は、全国一律の制度として実施するものであり、無償化の

対象となる事業類型についても、地域間での公平性の観点から、独自に除外すること

はできません。 

なお、地域によっては、そもそもファミリー・サポート・センター事業を実施して

いない場合も考えられますが、この場合に同事業の実施を求めるものではありませ

ん。 

  



未定稿・自治体担当者用  
 

12 
 

１－１４ 居住している自治体とは異なる自治体の認可外保育施設を利用した場合

も無償化の対象となりますか。 

保育の必要性の認定があり、認可保育所に入ることができない場合の代替措置とし

て認可外保育施設を利用した場合は、居住している自治体とは異なる自治体の施設の

利用についても、認可保育所における保育料の全国平均額（３歳から５歳までの場

合、月額 3.7 万円）を上限として、無償化の対象となります。 

 

１－１５ 居住している自治体とは異なる自治体の新制度未移行の幼稚園を利用し

た場合も無償化の対象となりますか。 

居住している自治体とは異なる自治体の新制度未移行の幼稚園を利用した場合につ

いても、その利用料について、新制度における１号利用者負担額の上限である月額

2.57 万円を上限として無償となります。保育の必要性の認定がある場合には、預かり

保育についても月額 1.13 万円を上限に無償となります。 
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１－１６ 指導監督基準を満たさない認可外保育施設も無償化の対象にしています

が、安全の観点から問題ではないですか。 

 待機児童問題により認可保育所に入りたくても入れず、やむを得ず認可外保育施設

を利用せざるを得ない方に対する代替的な措置として認可外保育施設も幼児教育の無

償化の対象としました。 

原則、認可外保育施設の指導監督基準を満たす施設が対象となりますが、指導監督

基準を満たさない認可外保育施設が基準を満たすために、５年間の猶予期間を設ける

こととしています。 

一方で、今般の無償化を契機に、認可外保育施設の質を確保し、向上していくこと

が重要です。このため、児童福祉法に基づく都道府県等の指導監督の充実等を図るこ

ととしています。具体的には、 

・ 届出対象である認可外保育施設の範囲の明確化と周知 

・ 認可外保育施設が守るべき基準の内容についての助言などを行う「巡回支援指導

員」の配置の拡充や指導監督の手法・ルールの明確化等による、現行の児童福祉法

に基づく都道府県等による指導監督の徹底等 

・ 指導監督基準を満たさない認可外保育施設が基準を満たし、さらに認可に移行す

るための運営費の補助等の支援 

・ ベビーシッターの指導監督基準の創設などの取組を行います。また、 

・ 平成 31 年度からは認可外保育施設の指導監督の強化を目的とする地方財政措置

が講じられる予定です。 

また、市町村によっては、 

・ 待機児童が多く、指導監督基準を満たさない施設を利用せざるを得ない地域があ

る一方、 

・ 待機児童がおらず。現在でも指導監督基準を満たさない施設を利用していない地

域があります。 

このため、５年間の経過措置期間中は、待機児童や認可保育所の整備状況などを勘

案し、市町村が特に必要と認める場合には、条例に定めた基準を満たす施設に無償化

の対象を限定できる旨の特例を、子ども・子育て支援法の一部改正法案の附則に設け

ています。 

  



未定稿・自治体担当者用  
 

14 
 

１－１７ 就学猶予により、６歳以上児が認可保育所や幼稚園等を利用した場合は、

無償化の対象となりますか。 

現行の施設型給付等や就園奨励費補助についても、就学猶予の場合は、６歳以上児

についても給付の対象となっているのと同様に、未移行幼稚園や預かり保育、認可外

保育施設等についても、無償化の対象となります。 

 

１－１８ ３歳から５歳までの無償化の開始年齢は、３歳になった日からですか。３

歳になった最初の４月からですか。また、６歳の誕生日に無償化が終了してしまう

のですか。 

今回の幼児教育の無償化では、小学校就学前の３年間分の保育料を無償化すること

を基本的な考え方としております。このため、保育所等を利用する子供について、年

度途中に３歳になっても、翌年度の４月からの利用料が無償化され、また、年度途中

に６歳になっても、その年度の３月までの利用料は無償となります。これは、就学前

の障害児の発達支援においても同様です。 

一方、幼稚園については、①学校教育法上、満３歳（３歳になった日）から入園で

きることとされている、②満３歳児は翌年度の４月を待たず年少クラスに所属する場

合も多い、③現行の幼稚園就園奨励費も満３歳から補助対象としている、といった他

の施設・事業にはない事情を踏まえ、３歳になった日から無償化の対象となります

（認定こども園（１号）を含む）。 

ただし、幼稚園の預かり保育については、保育所等との公平性の観点から、住民税

非課税世帯を除き、翌年度（４月）から無償化の対象となります。 
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【２．無償化の上限額】 

２－１ 保育の必要性があると認定され、認可保育所等を利用できていない方が、一

般的にいう認可外保育施設、自治体独自の認証保育施設、ベビーホテル、ベビーシ

ッター、認可外の事業所内保育、病児保育事業やファミリー・サポート・センター

事業を利用する場合、無償化の上限額はいくらですか。 

認可保育所の利用者との公平性の観点から、３歳から５歳までの子供については、

認可保育所における月額保育料の全国平均額である月額 3.7 万円、住民税非課税世帯

の０歳から２歳までの子供については月額 4.2 万円が無償化の上限額となります。 

 

２－２ 子ども・子育て支援新制度の対象となる幼稚園と、新制度未移行の幼稚園で

は、無償化の上限額に違いはありますか。 

子ども・子育て支援新制度の対象となる幼稚園は、現状の１号利用者負担額の全額

が無償化となります。 

新制度に移行していない幼稚園の場合は、各園による自由価格であり、新制度の幼

稚園との公平性の観点から、新制度における１号利用者負担額の上限である月額 2.57

万円を上限として無償となります。 

 

２－３ 新制度未移行の幼稚園の利用料が月額 2.57 万円より安い場合、差額（例え

ば利用料が月額２万円の場合は 5,700 円）を他のサービスの無償化に利用すること

はできますか。 

今般の幼児教育の無償化は、教育・保育の必要性に応じて個々人に必要とされる教

育・保育に係る利用料を無償化することとしています。 

このため、新制度未移行の幼稚園においては、「月額 2.57 万円分を無償化」するの

ではなく、「幼稚園の利用料を無償化する」という考え方に立って、新制度の幼稚園

との公平性の観点から月額 2.57 万円という上限を設けているという考え方であるた

め、利用料が月額 2.57 万円よりも低い場合でも 2.57 万円との差額を他のサービスの

無償化に利用することはできません。 
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２－４ 新制度未移行の幼稚園の利用料が月額 2.57 万円より高い場合、その差額

（例えば利用料が月額３万円の場合は、4,300 円）は自己負担になりますか。 

新制度未移行の幼稚園の利用料が月額 2.57 万円より高い場合、その差額は自己負

担になります。 

 

２－５ 保育の必要性があると認定され、幼稚園と幼稚園の預かり保育を利用する場

合、幼稚園の預かり保育の無償化の上限額はいくらですか。 

 認可保育所の利用者との公平性の観点から、認可保育所における保育料の全国平均

額（３歳から５歳までの場合、月額 3.7 万円）から、幼稚園保育料の無償化上限額

（月額 2.57 万円）を差し引いた額（月額 1.13 万円）が預かり保育の無償化上限額と

なります。 

 なお、給付の適正性を図るため、無償化の支給額の算定については、実際の預かり

保育の利用量に応じた計算とすることとしています。具体的には、利用日数に日額単

価（450 円）を乗じて計算した支給限度額（上限 1.13 万円）と実際に支払った利用実

績額を月毎に比較して、少ない方が支給額となる仕組みとしています。 

 （参考）ある月の支給額算定方法（例） 

 ・ 預かり保育の利用料として園に支払った額の月内総額：Ａ円 

 ・ 支給限度額：利用日数×日額単価（450 円）＝Ｂ円（上限:11,300 円） 

   ⇒Ａ円とＢ円のうちいずれか小さい方を保護者に対して支給 

 

２－６ 幼稚園の預かり保育について、長期休業期間中の利用が月額上限額を超過す

る場合がありますが、無償化の給付は月額上限額×12 か月の範囲内であれば、当該

月のみ月額上限額を超過してもよいでしょうか。 

年単位（年度単位）ではなく、各月毎に、利用日数に日額単価（450 円）を乗じて

計算した支給限度額（上限 1.13 万円）と実際に支払った利用実績額を月毎に比較し

て、少ない方が支給額となる仕組みを想定しています。したがって、長期休業期間中

など、無償化の月額上限額を超過した月があった場合でも、他の月の無償化上限額で

超過分を補填することはできません。 
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２－７ 新制度未移行の幼稚園の利用料が月額 2.57 万円より低い場合でも、預かり

保育の無償化の上限月額は 1.13 万円ですか、それとも 3.7 万円と利用料との差額

（例えば月額 1.7 万円の幼稚園を利用している場合、3.7－1.7＝２万円）ですか。 

幼稚園保育料（教育本体部分）と預かり保育料は、区分して管理することとなりま

すので、その場合も、月額 1.13 万円が預かり保育の無償化上限額となります。 

なお、給付の適正性を図るため、無償化の支給額の算定については、実際の預かり

保育の利用量に応じた計算とすることとしています。具体的には、利用日数に日額単

価（450 円）を乗じて計算した支給限度額（上限 1.13 万円）と実際に支払った利用実

績額を月毎に比較して、少ない方が支給額となる仕組みを想定しています。 

 （参考）ある月の支給額算定方法（例） 

 ・ 預かり保育の利用料として園に支払った額の月内総額：Ａ円 

 ・ 支給限度額：利用日数×日額単価＝Ｂ円（上限:11,300 円） 

   ⇒Ａ円とＢ円のうちいずれか小さい方を保護者に対して支給 

 

２－８ 保育の必要性を認定された住民税非課税世帯の子供が、年度途中で３歳にな

り幼稚園に通っている場合、幼稚園の預かり保育は無償化の対象となりますか。ま

た、その場合の上限額は何円ですか。 

 年度途中で満３歳となり幼稚園に入園した子供が利用する預かり保育については、

住民税非課税世帯の子供であって、保育の必要性が認められた場合、認可保育所の無

償化との公平性の観点から、無償化の対象となります。 

その場合の預かり保育の無償化の上限額は、認可保育所における保育料の全国平均

額（月額 4.2 万円）から、幼稚園利用料の無償化上限額（月額 2.57 万円）を差し引

いた額（月額 1.63 万円）となりますが、預かり保育については満３歳とその他の３

歳から５歳までで保育料が異なるといった事情がないため、満３歳についても３歳か

ら５歳までの場合と同じ日額単価（450 円）で、利用量に応じた支給額の計算を行う

こととなります。 
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【３．支払方法・算定等】 

３－１ 子ども・子育て支援新制度の対象となる施設（幼稚園、保育所、認定こども

園等）を利用する方への無償化に係る費用の支払い方法は、現物給付ですか。それ

とも償還払いですか。 

現物給付となります。そのため、利用者は利用料を支払う必要がなくなります。 

 

３－２ 子ども・子育て支援新制度の対象とならない新制度未移行の幼稚園を利用す

る方への無償化に係る費用の支払方法は、現物給付ですか。それとも償還払いです

か。 

現行の就園奨励費の支給事務の方法は市区町村によって様々であるため、今回の無

償化にあたっても、現行の就園奨励費と同様に、償還払いにするか現物給付にするか

など、居住地の市区町村が実情に応じて柔軟に支給方法を判断できることとしていま

す。 

一方、現物給付は、償還払いに比べ、 

・ 利用者は一時的な利用料の立替えが不要となり負担感が軽減される 

・ 幼稚園は利用料徴収事務が、市町村は利用者への給付事務が不要となり事務負

担が軽減される 

というメリットがあります。国としても、例えば、資金交付を早めることで自治体や

幼稚園の資金繰りを支援したり、算定モデルを示していきたいと考えています。 

 

３－３ 認可外保育施設を利用する方への無償化に係る費用の支払方法は、現物給付

ですか。それとも償還払いですか。 

認可外保育施設の利用者においては、複数の施設利用をする可能性もあることか

ら、利用者の申請に基づき一括して清算することができる償還払いを基本としつつ、

市町村が地域の実情に応じて現物給付とすることも可能としています。 
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３－４ 就学前の障害児の発達支援を利用する方への無償化に係る費用の支払い方法

は、現物給付ですか。それとも償還払いですか。 

現物給付となります。 

 

３－５ 公立幼稚園（１号）の預かり保育の利用料について、月額上限額に達するま

で保育料とともに不徴収（現物給付）としてもよろしいですか。 

 公立幼稚園に限らず、幼稚園の預かり保育については、市町村と園が調整・相談の

上、不徴収（現物給付）とすることも可能とします。ただし、預かり保育の無償化上

限額を超える利用実績があった場合は、利用実績の確認後、当該利用者から差額分を

徴収する必要があります。 

 

３－６ 保護者から実費として徴収している通園送迎費、食材料費、行事費などの経

費は、無償化の対象になりますか。食材料費については、認定区分間で負担方法が

異なっていますが、取扱いを見直すのですか。 

保護者から実費として徴収している経費は、無償化の対象とはなりません。 

食材料費の取扱いについては、これまでも基本的に、実費徴収又は保育料の一部と

して保護者が負担してきたことから、幼児教育の無償化に当たっても、この考え方を

維持します。具体的には、幼稚園・保育所等の３歳から５歳までの子供の食材料費に

ついては、主食費・副食費ともに施設による実費徴収を基本とします。ただし、生活

保護世帯やひとり親世帯等については副食費の免除を継続するとともに、免除対象者

の範囲を年収 360 万円未満相当の世帯まで拡充します。また、新制度の対象とならな

い幼稚園においても、同様の負担軽減を図ることとします。 

なお、保育所等の０歳から２歳までの子供は、無償化が住民税非課税世帯に限定さ

れることから、現行の取扱いを継続します。 

  



未定稿・自治体担当者用  
 

20 
 

３－７ 認可外保育施設の事業者が保育料に実費（通園送迎費、食材料費、行事費な

ど）を含めた額を保育料として一括して徴収している場合、保育料と実費部分を区

分けさせることが必要ですか。また、入園料については、無償化の対象になります

か。 

 認可外保育施設においても、保育料と食材料費などの実費（無償化対象外経費）を

区分けしていただくことが必要です。 

また、入園料についても、無償化の対象とはならず、保育料とは別に徴収していた

だく方向です。 

 

３－８ 新制度未移行の幼稚園における入園料は無償化の対象になりますか。 

 新制度未移行の幼稚園の入園料については、これまでも教育に要する費用を賄うた

めの費用として就園奨励費の補助対象とされてきたところであり、今般の無償化に当

たっても、利用料の上限月額 2.57 万円の範囲内で無償化の対象に含まれます。 

ただし、制服費やＰＴＡ会費など、通常教育・保育に要する費用とはいえない性質

のものが入園料の中に含まれている場合、その部分については無償化の対象とはなり

ません。 

 

３－９ 新制度未移行の幼稚園における無償化対象額の算定方法・支給方法はどのよ

うになるのですか。 

新制度未移行の幼稚園における無償化対象額の給付金の支給方法（支払回数を含

む。）は、これまで通り、居住地の市区町村の裁量となります。 

ただし、無償化対象額の算定に当たっては、新制度の幼稚園等と同様に月額で行っ

て頂くことになります。 

具体的には、新制度未移行の私立幼稚園の場合、月額 2.57 万円を上限として、毎

月の保育料が公費負担の対象となります。 
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３－１０ 居住している自治体とは別の自治体の幼稚園を利用している場合、利用者

はどのように無償化の手続きを行うことになりますか。 

 居住している自治体とは別の自治体の幼稚園を利用している場合についても、新制

度の幼稚園と同様、保護者の居住市区町村に無償化の申請を行うこととなります。そ

のため、それぞれの園が在籍園児の居住市区町村ごとに申請書類をとりまとめた上

で、当該市区町村に提出していただくこととしています。 

 なお、この場合の居住地とは、住民票の有無にかかわらず居住事実が認められる場

所をいい、将来にわたり起居を継続することが社会通念上期待できる場所を指します

ので、個別の状況を把握したうえで、市町村間において調整のうえ、ご判断いただく

こととなります（平成 30 年 3 月 30 日 子ども子育て支援新制度 自治体向けＦＡＱ

（第 16 版）No.67 参照）。 

 

３－１１ ＤＶ等の事情により、やむを得ず住民票を移さずに他の市区町村に転居し

て認可外保育施設等を利用した場合、保育の必要性の認定や無償化の給付は、住民

票のある市区町村ではなく、実際に居住している市区町村が担当するのでしょう

か。 

 現在の施設型給付においては、支給認定の申請は居住する市町村へ行うこととなっ

ており、ここでいう居住地とは、住民票の有無にかかわらず居住事実が認められる場

所をいい、将来にわたり起居を継続することが社会通念上期待できる場所、としてい

ます。認可外保育施設等の無償化についても同様としています。 
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３－１２ 認可外保育施設等の利用者において、施設の届出が何らかの事由により遅

れ、施設の届出が到達する前に無償化の申請が行われた場合、無償化の効力は遡及

適用されますか。 

 児童福祉法上、保育を行うこと等を目的とした施設について、認可を受けていない

ものは、親族間の預かりの場合等を除き、届け出なければならないこととされてお

り、無償化の対象となる施設は、当該届出がなされていることが前提となります。こ

のため、無償化の効力は遡及しない方向で検討しております。 

 他方、認可外保育施設等が届出をしないことにより利用者が不利益を被ることがな

いよう、周知広報に努めてまいります。 

 なお、制度開始時に経過措置が必要かどうかについては、地方自治体の事務負担等

も踏まえ、現在検討しています。 

  

３－１３ 居住している自治体とは別の自治体の認可外保育施設を利用している場

合、利用者はどのように無償化の手続き行うことになりますか。 

 居住している自治体とは別の自治体の認可外保育施設を利用している場合であって

も、居住している自治体に償還払いの手続きをしていただくことを想定しています。 

 

３－１４ 幼児教育の無償化の実施後も、３歳から５歳までの子供の利用者負担額の

階層判定は必要ですか。 

 ３歳から５歳までの子供の幼稚園、保育所、認定こども園等の利用においては、今

般の幼児教育の無償化に伴い、保育料の算定にあたっては階層区分の判定は不要とな

りますが、副食費の免除等にあたって、所得情報の確認が必要であると考えていま

す。 

 

３－１５ 無償化の対象者の確認や、食材料費の実費徴収化等に伴う所得確認事務に

おいて、個人番号（マイナンバー）を利用することができますか。 

 マイナンバーを利用可能とする方向で検討（利用可能時期については調整中）して

います。 

  



未定稿・自治体担当者用  
 

23 
 

３－１６ 現行の保育料多子軽減の制度は今後も続きますか。例えば、第１子が保育

所の５歳児クラス、第２子が１歳児クラスに在籍のような多子世帯の場合、第１子

の保育料が無償となっても、第２子はこれまでと同様に減免されますか。 

 現行の多子世帯の保育料負担軽減や、これに係る年収制限の設定について、今般の

無償化に併せて変更する予定はありません。そのような例も含め、第２子以降の３号

認定子どもは、これまでと同様に減免されます。 

 

３－１７ 子ども・子育て支援新制度における 2019 年度の保育料の算定について

は、10 月からの無償化の開始に先立ち、９月にも実施しなければならないのです

か。 

2019 年度の保育料の算定・通知については、無償化の実施と合わせて 10 月の実施

も必要となります。一方、例年、保育料の算定・通知については９月に実施していま

すが、2019 年度については、自治体の判断によって、９月は実施しない（すなわち、

10 月の実施に一本化する）ことも可能とする予定です。 

なお、保育料の算定・通知を９月、10 月のどちらも実施する場合、通知について

は、９月の通知においてまとめて行うことも可能と考えています。 

また、９月に算定・通知を実施しない（10 月の実施に一本化する）場合は、2019

年９月分の保育料について、何らかの方法で通知が必要となることに留意が必要で

す。 

なお、2020 年度以降については、現行通り、９月に行う方向で検討しています。 

 

３－１８ 無償化により利用料が０円となった場合も、利用料の通知は必要ですか。 

初めて支給認定を受ける場合や２歳児クラスから３歳児クラスに上がるときなど、

利用者負担額に変更が生じる場合には、利用者負担額が０円になる場合であっても、

その旨の通知を行う必要があります。 

一方、現行制度においても、利用者負担額に変更がない場合には、通知する必要は

ないことを踏まえ、３歳児クラスから４歳児クラスになる場合など、利用者負担額が

０円のまま変更がない場合には、通知を行う必要はないと考えています。 
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３－１９ 2019 年度における就園奨励費補助の実績確定はいつ頃までに行えばよいで

しょうか。 

 補助対象期間は 2019 年４月から９月までとなりますが、同補助金に係る事務は

2019 会計年度に係る出納整理期間まで（遅くとも 2020 年４月 10 日まで）に行う必要

があるものと考えています。 

 

 

  



未定稿・自治体担当者用  
 

25 
 

【４．幼稚園の預かり保育】 

４－１ 幼稚園の預かり保育を利用して無償化の対象となる場合の「保育の必要性の

認定」の基準は、「２号」の基準と全く同一にする必要がありますか。自治体の判

断で差を設けることは可能ですか。 

預かり保育については、認可保育所に入ることのできない場合の代替措置として今

回無償化の対象となったことを踏まえると、２号認定を取得可能であるにもかかわら

ず幼稚園の預かり保育が無償化の対象とならないといった事態は避ける必要がありま

す。したがって、幼稚園の預かり保育を利用する場合の「保育の必要性の認定」の基

準は、基本的に「２号」の基準と同等のものとする必要があり、自治体の判断でこの

差を設けることはできません。 

  

４－２ 幼稚園の預かり保育が無償化の対象となるためには、認可保育所等へ入園申

込みを行い入園できなかったことが要件となるのですか。また、２号認定の取得が

要件となるのですか。 

幼稚園の預かり保育の無償化のために必要となる保育の必要性の認定については、

２号認定のほか、２号認定の基準と同等の内容で、新たに無償化給付のための保育の

必要性の認定を子ども・子育て支援法上に設けることとしており、いずれかの認定を

取得した場合に無償化の対象となります。 

 

 

４－３ 幼稚園の預かり保育利用者について、幼児教育の無償化に当たって要件とな

る保育の必要性の認定は、短時間・標準時間で分けて認定することが必要ですか。 

無償化の要件として、短時間・標準時間を分けて認定する必要はありません。 

 

４－４ 幼稚園の預かり保育利用者における「保育の必要性の認定」の事務は誰がど

のように行うのですか。 

 現在、子ども・子育て支援新制度の幼稚園で行われている１号認定の申請と同様

に、保護者が「保育の必要性の認定」に係る申請を在籍園を経由するなどして在住市

区町村に対して申請し、市区町村から認定通知書の交付を受けるといった事務を想定

しています。 
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４－５ 幼稚園の預かり保育の基準の確認や指導監督は誰がどのようにして行うので

すか。 

 幼稚園の預かり保育（保育の必要性のある子供を受け入れているもの）について

は、今般の無償化に当たって、子ども・子育て支援法に基づく一時預かり事業（幼稚

園型）を受託していない場合であっても、同事業と同様の基準を満たすことを求める

こととしています。幼稚園の預かり保育は幼稚園教育要領に基づく教育活動であるこ

とを踏まえ、この基準については、幼稚園教育要領の解釈の一環として都道府県教育

所管部局等に通知を発出する予定であり、公立園については設置者、私立園について

は都道府県教育所管部局が、通常の指導監督の過程において当該通知の基準を満たす

よう各園に求めることとなります。  
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【５．認可外保育施設】 

５－１ 児童福祉法の規定に基づく届出がなされていない施設は無償化の対象となり

ますか。 

児童福祉法上、保育を行うこと等を目的とした施設について、認可を受けていない

ものは、親族間の預かりの場合等を除き、届け出なければならないこととされてお

り、無償化の対象となる施設は、当該届出がなされていることが前提となります。 

なお、これまで届出義務の対象外とされていた事業所内保育施設については、新た

に届出義務の対象とする予定であり、同様に届出がなされることで、無償化の対象と

なります。 

 

５－２ 認可外保育施設は、届出がなされていれば、指導監督基準を満たしていなく

ても無償化の対象となりますか。 

無償化の対象となる認可外保育施設は、届出がなされ、かつ、指導監督の基準を満

たすことが必要ですが、待機児童問題により、やむを得ず指導監督基準を満たさない

施設を利用する児童が存在することを踏まえ、基準を満たしていない場合でも無償化

の対象とする、５年間の猶予期間を設けることとしました。 

一方で、市町村によっては、 

・ 待機児童が多く、指導監督基準を満たさない施設を利用せざるを得ない地域があ

る一方、 

・ 待機児童がおらず、現在でも指導監督基準を満たさない施設を利用していない地

域がある 

など、地域の実情は大きく異なります。 

このため、５年間の経過措置期間中は、待機児童や認可保育所の整備状況などを勘

案し、市町村が特に必要と認める場合には、条例に定めた基準を満たす施設に無償化

の対象を限定できる旨の特例を、子ども・子育て支援法の一部改正法案の附則に設け

ています。 
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５－３ 今回、無償化に伴って必要とされる認可外保育施設の届出は、これまで児童

福祉法上必要とされてきた認可外保育施設の届出と同じものですか。無償化に伴

い、新たな届出を別途出さなくてはならないのですか。 

無償化の対象となる要件である「届出」は、児童福祉法の規定に基づく都道府県等

への届出を指します。 

加えて、市町村が無償化に伴う給付を実施するにあたり、認可外保育施設に関する

情報を把握（確認）する必要があることから、市町村に対しても同様の届出を提出

（申請）いただく方向で検討を進めています。その際、事業者の事務の簡素化の方策

についても検討していきます。 

 

５－４ 認可外保育施設等においては、５年間の指導監督基準に関する猶予期間があ

りますが、この５年を経過した後に指導監督基準を満たしていない施設については

無償化の対象から外れることになるのですか。 

無償化の対象となる認可外保育施設は、原則として指導監督基準を満たす必要があ

り、５年間の猶予期間については、指導監督基準を満たさない認可外保育施設を利用

している子供が存在することを踏まえ、あくまでも特例的に設けられたものです。こ

のため、５年間の猶予期間のうちに指導監督基準を満たしていただくことが重要と考

えております。仮に５年を経過した後に指導監督基準を満たしていない施設について

は、無償化の対象から外れることとなります。 

 

５－５ 認可外保育施設が無償化の対象となるためには、認可保育所等へ入所申込み

を行い、入所できなかったことが要件となるのですか。２号認定の取得や保留通知

が必要ですか。それとも、２号認定と同等の認定が必要ですか。 

認可外保育施設において、保育の必要性があると認定され、無償化の対象となる方

については、基本的には２号認定を取得し、認可保育所等の入所申込みを行った方で

あると考えています。 

ただし、保育の必要性はあるものの、待機児童が多い地域などで、認可保育所に入

所することをあきらめ、保育の利用申込み自体を行わず、認可外保育施設を利用する

方が一定程度存在することを踏まえ、要件は２号認定と同一の内容とすることを基本

としつつ、利用調整の対象とはしない新たな認定（２号認定とは別の認定）でも可能

としています。 
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５－６ 認可外保育施設の利用は、保育の必要性の認定があれば、月極めではなく一

時的な利用であっても無償化の対象となるのですか。 

 月極めか一時的かといった利用形態に関わらず、認可保育所や認定こども園を利用

できていない方であって、保育の必要性がある場合は、認可保育所の利用者との公平

性の観点から、認可保育所における保育料の全国平均額（３歳から５歳までの場合、

月額 3.7 万円）まで無償化の対象となります。 

 

５－７ 住民税非課税世帯の０～２歳児の認可外保育施設の利用が無償化の対象とな

るためには、どのような要件が必要ですか。保留通知は必要となりますか。 

 認可外保育施設において、保育の必要性があると認定され、無償化の対象となる住

民税非課税世帯の０～２歳児については、基本的には３号認定を取得し、認可保育所

等の入所申込みを行った方であると考えています。 

ただし、保育の必要性はある一方で、待機児童が多い地域などで、認可保育所に入

所することをあきらめ、保育の利用申込み自体を行わず、認可外保育施設を利用する

方が一定程度存在することを踏まえ、住民税非課税世帯の０～２歳児については、要

件は３号認定と同一の内容とすることを基本としつつ、利用調整の対象とはしない新

たな認定（３号認定とは別の認定）でも可能としています。 

 

５－８ 認可外保育施設等を利用する場合の「保育の必要性の認定」の基準は、「２

号」の基準と全く同一にする必要がありますか。自治体の判断で差を設けることは

可能ですか。 

 認可外保育施設等については、認可保育所に入ることのできない場合の代替措置と

して今回無償化の対象となったことを踏まえると、２号認定を取得可能であるにもか

かわらず認可外保育施設等の無償化の対象とならないといった事態は避ける必要があ

ります。したがって、認可外保育施設等を利用する場合の「保育の必要性の認定」の

基準は、基本的に「２号」の基準と同等のものとする必要があり、自治体の判断でこ

の差を設けることはできません。 
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５－９ 無償化の申請手続きにおいて、例えばベビーシッターのみについては無償化

に際して保留通知を求めるなどの運用は認められるのでしょうか。 

 無償化の申請手続きの運用において自治体の裁量がどこまで認められるかについて

は、利用者に不当な不利益を生じさせないようにすることや、法制的な観点も含め、

検討を進めているところです。 

 

５－１０ 認可外保育施設等の利用者について、幼児教育の無償化に当たって要件と

なる保育の必要性の認定は、短時間・標準時間で分けて認定することが必要です

か。 

無償化の要件として、短時間・標準時間を分けて認定する必要はありません。 

 

５－１１ 認可外保育施設について、５年間の経過措置期間中においても無償化の

要件は何もないのですか。 

５年間の経過措置期間はあるものの、認可外保育施設の質の担保は無償化に当たっ

ての重要な課題と考えています。 

認可外保育施設については、適正な保育内容や保育環境を確保するため、国におい

て指導監督基準を定めており、都道府県等に原則年１回以上の立入検査を行うよう求

めています。５年間の経過措置期間に関わらず、指導監督基準に適合していない施設に

ついては、認可外保育施設に対する指導監督権限を持つ都道府県等が指導、助言を行うこ

とにより改善を図っていただくことが重要です。 

今般の無償化を契機として、認可外保育施設の保育の質の確保・向上に向けて、児

童福祉法に基づく都道府県等の指導監督の充実等を図ることとしています。引き続

き、子供の保育環境の安全確保の観点から、現場を預かる皆様のご意見に十分配慮し

て、10 月からの幼児教育無償化の円滑な施行に向けて検討を進めていきます。 
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５－１２ ベビーシッターの無償化については、何の基準もないのですか。質を担

保する必要があるのではないですか。 

 認可外のベビーシッターについても、認可外保育施設としての届出が義務づけられ

ており、都道府県知事の指導の対象ではありますが、ベビーシッターの指導監督につ

いては、現状として立入調査を実施している自治体は必ずしも多くありません。今般

の無償化に当たり、保育の質の確保をするため、新たにベビーシッター指導監督基準

を創設します。 

 

５－１３ 都道府県等が認可外保育施設に対する指導監督を着実に実施できるような

体制整備のために、国はどのような支援を行うのですか。 

 国としては、指導監督基準の遵守状況等に関して指導・助言を行う「巡回支援指導

員」の都道府県へ配置を支援するとともに、認可外保育施設の認可施設への移行促進

策の強化を検討し、指導監督基準を満たさない認可外保育施設も含め、認可施設への

移行を加速化します。 

 

５－１４ 市町村が認可外保育施設等の情報を把握、確認するための方法はどのよう

になりますか。特に、県や市をまたがる場合の施設の情報をどのように把握、確認

したらよいですか。 

児童福祉法において、都道府県知事は、認可外保育施設の届出や運営状況の報告等

の情報を、市町村長に通知することとされており、これを徹底するよう促してまいり

ます。また、圏域を超えた情報共有については、幼児教育無償化の対象となる認可外

保育施設等の情報について、利用者の選択に資する情報を直接閲覧できるよう情報公

表システムを平成 31 年度中に構築することとしており、当該システムを活用して、

都道府県と市町村の認可外保育施設の情報共有を行っていただきたいと考えていま

す。 
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【６．企業主導型保育事業】 

６－１ 企業主導型保育事業の利用者が他の認可外保育施設等を利用した場合、当該

認可外保育施設等は無償化の対象になりますか。 

 企業主導型保育事業においては、認可施設並みの保育を提供しているため、企業主

導型保育事業の利用者が、他の認可外保育施設等を利用した場合については、認可保

育所の利用者と同様に、当該認可外保育施設等は無償化の対象となりません。 

 

６－２ 企業主導型保育事業について、２号認定（３歳から５歳まで）や３号認定

（０歳から２歳まで）を受けていない子供が無償化の対象となるためには、これら

の認定を新たに受ける必要がありますか。 

 ２号認定や３号認定を受けていない子供が企業主導型保育事業を利用する場合、地

域枠で利用する場合も含め、事業実施者等により保育の必要性を確認することとなっ

ているため、無償化の対象となるために、別途、市町村から２号認定または３号認定

を受ける必要はありません。 

 

６－３ 企業主導型保育事業の指導監督の状況について、市町村に情報提供されます

か。 

 公益財団法人児童育成協会（以下、協会）が実施する企業主導型保育施設への指

導・監査の状況については、取りまとめの上、協会のホームページ上で公表していま

す。 

 また、自治体から照会があった場合や必要に応じて、協会から情報提供を行うこと

としています。 

 

６－４ 市町村は、住民が企業主導型保育事業を利用しているかどうかについて、ど

のように把握したらよいですか。 

 無償化の対象となる子供（３歳から５歳までの子供及び住民税非課税世帯の０歳か

ら２歳までの子供）については、企業主導型保育施設の利用にあたって、利用者から

居住市町村に対し、利用報告書を提出することとし、居住市町村は、利用報告書をも

とに、企業主導型保育施設の利用を確認できる仕組みを検討しています。  
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【７．一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポ

ート・センター事業）】 

７－１ 子ども・子育て支援法に基づく一時預かり事業には、一般型、幼稚園型、余

裕活用型、居宅訪問型、地域密着Ⅱ型といった類型がありますが、この全ての類型

が無償化の対象となるのですか。 

 どの類型の事業を行っている事業所を利用した場合にも対象となります。 

なお、対象者は、認可保育所や認定こども園を利用できていない方であって、保育

の必要性がある方に限られており、認可保育所の利用者との公平性の観点から、認可

保育所における保育料の全国平均額（３歳から５歳までの場合、月額 3.7 万円）まで

認可外保育施設等の利用と併せて、無償でこれらのサービスを利用することができま

す。 

 

７－２ ２歳の子供を対象として幼稚園で行われる、子ども・子育て支援法に基づく

一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ）は無償化の対象になりますか。 

認可保育所の利用者との公平性の観点から、住民税非課税世帯の子供について、保

育の必要性が認められた場合、月額 4.2 万円を上限額として無償化の対象となりま

す。 

 

７－３ 認可外保育施設の無償化の対象者は「保育の必要性があると認定された子供

であって、認可保育所や認定こども園を利用できていない者」とされていますが、

認可保育所の空きスペース等を活用して実施される緊急一時預かり事業の利用料は

無償化の対象になりますか。 

緊急一時預かり事業については、子ども・子育て支援法に基づく一時預かり事業の

対象とされており、認可保育所や認定こども園を利用できていない方であって、保育

の必要性がある場合は、認可保育所における保育料の全国平均額（３歳から５歳まで

の場合、月額 3.7 万円）を上限として、無償化の対象となります。 
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７－４ 子ども・子育て支援法に基づく病児保育事業には、病児対応型・病後児対応

型、体調不良児対応型、非施設型（訪問型）、送迎対応という類型がありますが、

この全ての類型が無償化の対象となるのですか。 

 病児対応型、病後児対応型、体調不良児対応型、非施設型（訪問型）を行っている

事業所を利用した場合に対象となります（送迎対応は加算要件であり、単体で実施さ

れる事業ではありません。）。 

また、送迎に要する費用として保護者から実費として徴収している経費は、無償化

の対象とはなりません。 

なお、対象者は、認可保育所や認定こども園を利用できていない方であって、保育

の必要性がある方に限られており、認可保育所の利用者との公平性の観点から、認可

保育所における保育料の全国平均額（３歳から５歳までの場合、月額 3.7 万円）まで

認可外保育施設等の利用と併せて、無償でこれらのサービスを利用することができま

す。 

 

７－５ ファミリー・サポート・センター事業の無償化の対象はどのようになります

か。 

 ファミリー・サポート・センター事業は、認可保育所に入ることができない方に対

する代替的な措置として、無償化の対象とされたものであり、原則として、「預か

り」が対象となります。「預かり」と併せて利用される「送迎」については、「預か

り」と一体的に行われることから無償化の対象となりますが、「送迎」のみの利用は

対象外となります。 
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７－６ ファミリー・サポート・センター事業の提供会員は、サービスを提供する

際、利用者が無償化の対象かどうかについて、その都度、判断する必要があります

か。また、無償化の対象となる場合、提供会員はどのような事務を新たに行う必要

がありますか。 

 ファミリー・サポート・センター事業の提供会員は、当該事業の利用者が無償化の

対象者かどうかについて確認する必要はありません。（同事業のアドバイザーについ

ても同様です。） 

ただし、利用者が償還払いの申請を行う際に、利用内容や金額がわかる書類が必要

となるため、提供会員については、領収証や活動報告書等に、これらを記載いただ

き、利用者に渡していただく必要があります。 

 

７－７ 今回の無償化に伴い、ファミリー・サポート・センター事業の届出や指導監

督に関する制度の変更は予定されていますか。 

 ファミリー・サポート・センター事業については、現行においても社会福祉法上の

規定により、第２種社会福祉事業として届け出ることとされており、これまで通り、

当該規定に基づき、都道府県知事に届出が必要となります。また、指導監督について

は、同法第 70 条の規定により、都道府県知事が必要と認める事項の報告を求め、書

類等を検査し、事業経営の状況を調査することができるため、必要に応じ、当該調査

が行われることになります。 

 

７－８ ファミリー・サポート・センター事業の「ひとり親家庭等への利用支援」の

一環として、利用料の助成を行っている市町村で、無償化の対象となる利用者が当

該助成を受けている場合、当該助成により減額された利用料が無償化の対象となる

のですか。 

 そのような場合は、減額された利用料が無償化の対象となります。 
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【８．就学前の障害児の発達支援】 

８－１ 就学前の障害児の発達支援の無償化について、どのような施設が対象となり

ますか。 

児童発達支援、医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援

を行う事業所、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設（※）が無償化の対象

となります。 

また、基準該当児童発達支援事業所及び共生型の特例により指定を受けた児童発達

支援事業所も対象となります。 

（※）障害児入所支援を行う指定発達支援医療機関についても同様の扱いとします。 

 

８－２ 就学前の障害児の発達支援の無償化の対象施設に障害児入所施設が含まれる

のは何故ですか。 

障害児入所施設においては、入所している障害児に対し、日常生活の指導や知識技

能の付与など、通所型の児童発達支援と同様の支援を行っていることから、入所施設

についてもその利用者負担額（児童福祉法第２４条の２第２項第２号）を無償化の対

象とするものです。 

 

８－３ 就学前の障害児の発達支援の無償化について、措置による場合も無償化の対

象となりますか。 

措置による場合も無償化の対象となります。 

 

８－４ 就学前の障害児の発達支援のみを利用する場合、保護者が就労していないと

無償化されないのでしょうか。 

就学前の障害児の発達支援については、幼児教育・保育の無償化と併せて進めてい

くこととされており、保護者が就労していない場合についても、無償化の対象となり

ます。 

 

８－５ 就学前の障害児の発達支援と幼稚園や認可保育所を併行通園している場合、

両方とも無償化の対象になりますか。 

両方とも無償化の対象となります。 
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８－６ 就学前の障害児の発達支援と認可外保育施設を併行通園している場合、両方

とも無償化の対象になりますか。 

就学前の障害児の発達支援は無償化の対象となります。 

これに加えて、認可外保育施設についても、保育の必要性があると認定された場

合、無償化の対象（上限額は認可保育所における保育料の全国平均額（３歳から５歳

までの場合、月額 3.7 万円））となります。 
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【９．食材料費の取扱い】 

９－１ 食材料費を実費徴収化する趣旨は何でしょうか。 

食材料費については、在宅で子育てをする場合でも生じる費用であることから、現

行制度においても、保護者が負担することが原則であると従来から整理しており、基

本的に実費又は保育料の一部として保護者にご負担いただいています。 

幼児教育の無償化にあたり、「幼稚園、保育所、認定こども園以外の無償化措置の

対象範囲等に関する検討会」の報告書（平成 30 年５月）において「保護者から実費

として徴収している通園送迎費、食材料費、行事費などの経費については、無償化の

対象から除くことを原則とすべきである。」とされたことを受け、１号・２号認定子

どもの主食費・副食費ともに施設による実費徴収を基本とすることとしました。 

なお、無償化の対象範囲が市町村民税非課税世帯までに限られる３号認定子どもに

ついては、現行の取扱いを継続することとしています。 

 

９－２ 無償化の実施後、私立認可保育所における食材料費の支払いはどのように変

わりますか。 

 私立認可保育所を利用する２号認定子どもの副食費については、これまで市町村が

保育料の一部として徴収しておりましたが、今後は、２号認定子どもの主食費と同様

に、施設が利用者から直接徴収することになります。 

 

９－３ 食材料費の実費徴収化に伴い、低所得者世帯へは配慮がされるのですか。 

 ２号認定子どもの副食費を実費徴収化することに伴い、低所得世帯等については、

負担が増えないよう公定価格上の加算を設けるとともに、実費徴収を免除することと

します。具体的には、現在、保育料が無償である生活保護世帯やひとり親世帯等

（※）について、引き続き公定価格内で副食費の免除を継続します。さらに、免除措

置の対象範囲を、年収 360 万円未満相当の世帯まで拡充します。これにより、年収

360 万円未満相当の世帯の全ての子供及び全所得階層の第３子以降の子（多子のカウ

ント方法はこれまでと変わりません。）が免除の対象となります。 

※ 生活保護世帯・里親、市町村民税非課税世帯・ひとり親世帯・在宅障害児がいる世帯の一部の子及び第３子以

降の子 
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９－４ 現行の補足給付事業は継続されますか。 

 現行の補足給付事業のうち１号認定子どもに対する副食費の助成事業については、

低所得世帯等の副食費の負担免除に伴う公定価格上の加算を設ける予定であることを

踏まえ、廃止する方向で検討しています。 

 また、現行の事業のうち、１号～３号認定子どもの教材費・行事費等の助成事業に

ついては、これまで通り継続します。 

さらに、未移行幼稚園の給食費（副食費）についても、新たに補足給付事業の対象

となります。 

 

９－５ 食材料費について、未移行幼稚園を利用する低所得者世帯への配慮は行われ

るのですか。 

 新制度未移行の幼稚園を利用する場合に実費徴収される食材料費についても、低所

得者世帯の負担軽減を図る観点から、新制度幼稚園を利用し公定価格内で副食費の実

費徴収が免除される対象と同じ世帯について、その副食費を地域子ども・子育て支援

事業における補足給付事業の対象とすることにより負担軽減を図ります。 

 

９－６ 副食費の実費徴収額は施設によって所要額が違うと思いますが、一律に

4,500 円になるのですか。それとも施設ごとに任意の金額を徴収してよいのでしょ

うか。 

 実費徴収ですので、実際にかかった費用に応じて各施設が設定することが基本にな

ります。ただし、特に利用調整により利用施設が決まる２号認定子どもについて、食

材料費の負担が著しく高額になることなどがないよう一定の配慮を行うことが必要で

あり、徴収額の考え方を整理してお示しする方向で検討しています。 
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９－７ アレルギーのある児童への除去食や代替食等による対応に要する費用も、運

営基準における実費徴収が可能な範囲内と整理してよいのでしょうか。 

 実費徴収の金額については、一人一人の子供について、摂取した食材料の種類や量

に基づき額を計算するのではなく、施設全体としてかかった食材料費を利用児童数で

除して計算することが適切と考えています。 

なお、特別食の提供に係る費用のうち人件費等は食材料費には当たらず、給付費の

中で措置されているため、保護者に実費として負担を求めることはできません。 

 

９－８ 児童の欠席や一定期間休園などの場合は、食材料費の徴収はどうすればよい

ですか。 

 施設ごとに、あらかじめ利用しない日を把握し、配食準備に計画的に反映すること

が可能かどうかなどの運営実態に応じて、保護者の理解が得られる形で、減額等の対

応をすることは妨げません。 
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【１０．その他】 

１０－１ 新制度未移行の幼稚園や幼稚園の預かり保育、認可外保育施設における、

質の向上を伴わない理由のない保育料の引上げ防止についてはどのように対応する

のですか。 

 今般の幼児教育の無償化は、幼児教育・保育における保護者負担の軽減を目的とし

ていることから、質の向上を伴わない保育料の値上げが助長されることがあってはな

りません。 

国としては、広報等を通じて、事業者を含めた国民の皆様に無償化の趣旨を丁寧に

説明したいと考えています。 

 

（新制度未移行の幼稚園について） 

近年の人材不足に伴う賃金の上昇や園児数の減少等を受け、私立幼稚園の保育料は

上昇傾向が続いており、また今般消費税率の引上げに伴うコストの増加も予想される

中、私立幼稚園の保育料の引上げ自体が一概に不適切なわけではないと考えられます

が、国としては、関係団体や地方自治体等とも連携し、実態の調査及び把握について

も検討してまいります。 

 

（幼稚園の預かり保育について） 

幼稚園の預かり保育については、利用者の中には無償化対象とならない方も多く含

まれているため、園側として無償化に伴う値上げは実施しづらいと考えられますが、

その上で、不当な値上げの防止に万全を期すため、①無償化対象者とそれ以外で預か

り保育料の設定に差をつけるのは不適切であること等を周知・指導する、②市区町村

に提出する事業実施状況の届出において預かり保育の利用料を記載し、利用料変更時

には理由を含めて提出を求めることなどを検討しています。 

なお、保育料の変更に当たっては、変更事由とともに園則の変更届出が必要であ

り、都道府県担当者においても変更事由について確認して頂くことが重要と考えてお

ります。 

 

（認可外保育施設について） 

認可外保育施設の設置者は、利用者との契約時に、支払うべき額に関する事項も含

めた契約書面を交付することとされており、利用料の値上げに際しては、その理由・



未定稿・自治体担当者用  
 

42 
 

内訳に関して、施設から保護者に対してきちんと説明が行われるべきと考えておりま

す。年度内目途に児童福祉法施行規則を改正し、認可外保育施設の設置者は、サービ

ス内容や利用料を変更した場合には、変更の内容及びその理由を掲示することとしま

す。 
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１０－２ 電算システムの改修経費については、小規模な市町村に配慮しつつ適切に

配分するとありますが、国の補助金はどのくらいになるのでしょうか。 

システム改修経費については、平成 30 年度予算（192 億円）及び平成 31 年度予算

（62 億円）を活用して対応することとしています。配分については、小規模な市町村

に配慮しつつ、適切な配分となるよう努めます。 

 

１０－３ 今般の無償化の開始により、認可外保育施設や幼稚園に関する新たな事務

負担が発生する見込みですが、事務費等補助制度は創設されるのでしょうか。 

幼児教育無償化の実施に当たって、初年度（平成 31 年度）及び２年目（平成 32 年

度）の導入時に必要な事務費について、それぞれ全額国費による負担として措置する

こととしています。さらに、新たに対象となる認可外保育施設等の無償化に係る事務

費については、経過措置期間（～平成 35 年度）に係る費用相当額を全額国費で負担

するべく措置を講ずることとしています。 

 

１０－４ 現在、自治体単独で実施している認可外保育施設の保育料補助金は課税の

対象とされていますが、無償化の給付についても同様の扱いと考えてよいでしょう

か。 

未移行幼稚園や預かり保育、認可外保育施設等の無償化に係る給付は、現行の施設

型給付と同様に、租税公課の対象とはなりません。 

 

１０－５ 就学前の障害児の発達支援無償化においては、電算システムの改修経費や

初年度に要する周知費用については、同様に補助が受けられるのでしょうか。 

システム改修経費については、平成 30 年度補正予算（22.3 億円）を活用して対応

することとしています。配分については、小規模な市町村に配慮しつつ、適切な配分

となるよう努めます。 

また、初年度（平成 31 年度）に要する周知費用について、全額国費による負担と

して措置することとしています。 

 

 


